別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：土木費　項：河川費　目：河川総務費
	事業名:河川魚道の機能回復費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　県土整備部　河川課　河川管理担当　電話番号：058-272-1111（内3724）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11652@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：50,500千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　県管理河川に設置されている魚道について、「魚道カルテ」を用いた点検を行い、魚類等の遡上・降下環境を確保するため、必要に応じて土砂の除去や補修等、魚道の維持管理を適切に行う。
　これにより、魚が遡上しやすい環境を整え、「水みち」の連続性の確保を目指す。

	２　所要経費


　委託料　50,500千円
　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅳ美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり
　１森・川・海をつなぐ清流とふるさとの自然を守る。
　　　　　　　　・水と緑にあふれた多種多様な生物を育む自然豊かな県土の保全・復元等を図り、
　　　次の世代にすばらしい県土を引き継いていく。
	２　これまでの取組状況


　県は、長良川をはじめとした主要な河川で「魚がのぼりやすい川づくり」を推進するため、魚道整備等を積極的に行ってきた。
　※魚がのぼりやすい川づくりモデル事業　平成４年３月に太田川、揖斐川、長良川、

多摩川の４河川が第１次指定された。
魚類の遡上が可能か否かを簡便に評価できる「魚道カルテ」について、平成２３年度より岐阜県自然共生工法研究会 研究評価部会 魚道研究専門ワーキンググループ（魚道ＷＧ）の活動の一環で、様式の作成が進められている。
	３　これまでの取組に対する評価


魚道内への土砂の堆積やゴミの流入あるいは洗掘等による河床低下によって機能低下が生じる場合がある。また、洪水時の転石の衝突により魚道に破損が生じる場合もある。これらが原因となり、魚類等の遡上・降下に支障をきたすため、魚道機能の確保のためには、こまめな維持管理を必要とする。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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